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築造年代の古いフィルダムやため池は老朽化が進み堤体の地震時の安定性不足や漏水等により早急な改

修が必要とされている例が多い．筆者らはこれまでに老朽化ため池の堤体改修（補強や漏水防止）を目的

に，池内に堆積した底泥土を固化処理して所要の強度と遮水性を有するように人工的に製造した築堤土に

より堤体を築造する砕･転圧盛土工法を開発してきた．本工法は堤体改修と底泥土の除去処分が同時に達

成できることから，ため池よりも規模の大きいフィルダムの堤体改修に適用できれば経済的で効率的な改

修が期待できる．本論文では，砕・転圧盛土工法をあるフィルダム堤体の耐震補強に適用した事例を紹介

するもので，設計の基本的考え方や施工方法について報告する． 
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１．まえがき 

 
築造後40年以上経過したフィルダムの多くは老朽化が

進み堤体の安定性不足や漏水等により早急な改修を必要

とされている．しかし，ダム近傍での強度と遮水性を有

する築堤土の入手や，貯水量低下や水質悪化の原因とな

る底泥土などの除去処分地の確保が困難で，改修が計画

的に進まない状況にある．この状況はため池（H＜15m）

の場合も同様であるが，規模が大きく改修に大量の築堤

土を必要とするフィルダムの方がより深刻である． 

筆者らは，これまでに，ため池を対象に池内に堆積し

た底泥土を固化処理して築堤土に有効活用できる砕･転

圧盛土工法を開発し1)～4)，数箇所のため池の改修に適用

してきた5)～7)．本工法は堤体改修と底泥土の除去処分を

同時に達成できること，所要の強度を有する築堤土を人

工的に製造できるので急勾配法面での改修ができるなど

の利点を有している．老朽化したフィルダムは堤高H=30m

未満の比較的小規模なものが大部分であり，ため池と同

じように均一型かあるいはこれに近い堤体構造をしてお

り，ため池で採用される改修法がそのまま適用できるも

のと考えられる． 

ここでは，砕・転圧盛土工法をフィルダム堤体の耐震

補強に適用した事例を紹介し，設計法と施工法について

説明するとともに，施工中に実施した強度と遮水性の確

認調査の結果について報告するものである． 

 
 

 
 

図-1 砕･転圧盛土工法の概念図 

 
 
２．砕･転圧盛土工法の概要 1)～4) 

 

砕･転圧盛土工法は図-1 に概念的に示すように，底泥

土をセメント系固化材により土質改良して所要の強度と

遮水性を有する築堤土に改良して堤体の補強や漏水防止

のための築堤を行うもので，堤体改修と池内の底泥土の

除去処分を同時に達成するものである． 

底泥土の固化処理は従来から実施されており，固化材

添加量ΔMCの加減により強度は容易に制御できるが， 
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図-2 西大谷ダム堤体の標準断面 

貯水用の堤体には使用できなかった．これは固化処理

土が通常の築堤土に比較して破壊ひずみが小さく，脆性

的なひずみ軟化型の応力～ひずみ特性にあるため，既設

堤体との間の極端な強度や変形性の相違に起因するクラ

ックが生じやすいためである．砕･転圧盛土工法は，こ

のような問題点を，初期固化させた底泥土を固化途上中

に解砕して通常の築堤土と同様に転圧して築堤すること

により，再固化時の応力～ひずみ特性が通常の築堤土と

同じひずみ硬化型になる性質を利用して既設堤体との密

着性（なじみ）を良くしたものである． 

 

 

３．西大谷ダム堤体の耐震補強工事 
 

(1) 西大谷ダムの耐震補強計画の概要 

西大谷ダムは1959年に静岡県西部の洪積台地の丘陵地

に築造された洪水調節用防災ダムで，堤体が老朽化して

漏水により地震時の安定性が不足していただけでなく，

池内には堤体付近のシルト･粘土分の多い底泥土から河

川流入部付近の礫質土までの約 41,000m3（底泥土約

25,000m3）が堆積して貯水容量の不足により効率的な洪

水調節が不可能になっていた．また，取水トンネルの損

傷や洪水吐の通水能力が不足するなど全面的な改修が必

要とされていた．そこで，堤体の耐震補強と漏水防止の

ための傾斜遮水ゾーンの築造，さらに洪水吐の全面改築

と取水トンネルの止水グラウトを施すことになった． 

西大谷ダムはダム便覧 8)に登録されてはいるが，図-2

に標準断面を示すように堤高が 15m をわずかに下回って

いること，堤体構造が中心コア型ではあるがコアゾーン

（C1，C2）とランダムゾーン（B）は同様の土質からなり

均一型堤体と見なすことができることから，ため池と同

じ傾斜遮水ゾーンによる堤体補強と漏水防止ができると

して改修を土地改良事業設計指針｢ため池整備｣9)に準拠

して行うことにした．しかしながら，このダムでは堤体 

図-3 堤体のゾーニングと底泥土の粒度による使分け 

 

補強に必要な強度と遮水性を満足する築堤土が近傍で入

手できなかったこと，また池内の底泥土の処分地も確保

できなかったので，堤体補強と底泥土の除去処分が同時

に可能な砕･転圧盛土工法を採用することになった． 

 
(2) 補強後の堤体構造 

筆者らは砕・転圧盛土工法を用いたフィルダムの堤体

改修を想定した堤体構造として，遮水を受け持つコアゾ

ーンと堤体の安定性確保を受け持つシェルゾーンに分け，

これらに使用する砕・転圧土を図-3 に示すように池内に

堆積した底泥土の粒度により使い分ける方法を提案して

きた 10)．そこで，改修後の堤体構造は図-2に示すように

ゾーニングし，池内に堆積した底泥土や，既設堤体から

の掘削発生土や池上流側の河川流入部付近に堆積した礫

質土を可能な限り堤体工事に使用して場内処分できるよ

うに断面を決定した．ここではシェルゾーンを強度制御

が可能な砕･転圧土ではなく，堤体掘削土や上流側礫質

土を使用したため堤体は比較的緩い勾配になった．工事

開始直前における堤体の状況を写真-1 に，補強後の堤体

の状況を写真-2にそれぞれ示す． 
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写真-1 補強工事実施前の堤体の状況 

 

 
写真-2 補強工事実施後の堤体の状況 

 
 
４．室内配合試験 

 

(1) 底泥土の粒度特性 

砕･転圧盛土工法により築堤土として使用した底泥土は

堤体から上流に右岸側では約 100m，左岸側では約 150m

までの広さ約 20,000m2（層厚 0.5～1.6m で平均約 0.9m）

に堆積した底泥土Ⅰ03と，この区域より上流に堆積した

底泥土Ⅰ03よりもやや粗粒の底泥土Ⅱ03である．配合試験

はこれら 2 種類の底泥土について実施したが，ここでは

使用量の 8 割以上を占める底泥土Ⅰ03の試験結果のみを

示す．底泥土は堤体改修工事の開始直前に採取し，混入

していた枯れ葉や木片などの異物を 9.5mm フルイに通過

させて取り除いてから配合試験に使用した． 

底泥土の粒度曲線は図-4 に示すが，底泥土Ⅰ03は細粒

分含有量 FC が約 90%以上であったが，底泥土Ⅱ03 は

FC≒40%と底泥土Ⅰ03よりも細粒分が少なくかなり粗粒側

にあった．なお，図中には池上流側の河川流入部付近に

堆積していた礫質土の粒度曲線も示してある．このよう

に池内には堤体付近から河川流入部の上流側に向かって

細粒分の多い底泥土から粗粒の砂礫土までの粒度の大き 

く異なる土砂が堆積していることがわかる．なお，実施

工での底泥土Ⅰ03と底泥土Ⅱ03の区別は堆積位置だけでな

く，wとFCの確認により判断した． 

 

(2) 初期固化土と砕･転圧土の強度特性 
固化材は底泥土のような高含水比粘性土の固化処理に

適したセメント系固化材（一般軟弱土用）を使用した．

固化材添加量は底泥土の湿潤状態での密度ρtに対する

質量ΔMC（kg/m3）で表示する．底泥土への固化材の添加

は実施工と同じ水･固化材比 w/c=1.0 のスラリー状態にし

て加え，初期固化土や砕･転圧土の供試体はこれまでの

本工法の基礎的研究1)で採用した方法により作製した． 

 底泥土Ⅰ03の初期固化土の養生日数 t=tS=10 日目の強度

(qu)IS10（添字のISは初期固化土であること，10はt=10日

目の強度であることを表す）に及ぼすΔMCと w の影響を

調べるために，図-5 に ΔMC を ΔMC=75，100，150，

200kg/m3と変え，w を wO=72%とこれを中心に乾燥あるいは

加水して w=60%，90%の 3 種類に含水調整した底泥土の試

験から得られた(qu)IS10～w 関係を示す．(qu)IS10～w 関係は

(qu)IS10を w=wO時の強度 a により，w を wOにより正規化し

て両対数グラフ上にプロットすると，底泥土の種類やΔ

MCによらず直線 

 

(qu)IS10=a･(w/wO)
b（b=－1.37）     (1)  

 

によりほぼ近似できることがわかっている 3)．図中の曲

線は上式によるものであるが，比較的良い近似となって

いる．施工中における固化処理した底泥土の強度に及ぼ

す w の影響は式(1)により考慮し，固化前の w と wOの差

に応じて第５章で後述する式(5)によりΔMCを加減した． 

次に，砕･転圧土の強度特性を知るために，底泥土Ⅰ03

（w=wO）の ΔMC=100kg/m
3による初期固化土の(qu)IS～tS関

係（●印）と，この初期固化土をtS=1，3，5，7日目にそ 

図-4 池内に堆積した底泥土と礫質土の粒度曲線
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れぞれ解砕･転圧した砕･転圧土の(qu)CC～t（=tS+tCC）関係

（◇，○，□，△印）を比較した結果を図-6 に示す（添

字の CC は砕･転圧土であることを表す）．図中の左半分

黒塗りの記号は初期固化土を解砕･転圧した直後 tCC=0 日

目の強度(qu)CC0を示すが，これは築堤面上の施工機械の

トラフィカビリティーに関係する強度で，tS が短いほど

低くなる．図から，砕･転圧土の強度(qu)CCは初期固化状

態よりも小さく tSによる影響が大きいこと，tSが短い方

が解砕・転圧直後の強度(qu)CC0が低いものの再固化状態

での強度が高いことがわかる．このことは初期固化土か

らの解砕･転圧による強度低下程度を図-7 に示す

t=tS+tCC=28日目における強度比 

 

R=(qu)CC/(qu)IS  (t=28日)       (2) 

により定義したRとtSの関係からわかる． 

したがって，底泥土を砕･転圧土として使用するには

初期固化時の tSを適切に選択しなければならない．tSが

短いと初期固化土の解砕・転圧による強度低下が少なく

固化効率が良いが，(qu)CC0 が低くトラフィカビリティー

の確保が難しく施工性に問題がある．一方，tSが長くな

ると(qu)CC0が高く施工性も良いが，初期固化土の解砕・

転圧による強度低下が著しく，同じ強度を確保するのに

ΔMCが増えるなど固化効率が悪い．そこで，本工法では

施工性や固化効率を考え，強度低下傾向が鈍くなりはじ

め，かつある程度のトラフィカビリティーが期待できる

tS=3日を標準とした3)，4) ．このtS=3日に対応する底泥土

Ⅰ03の強度低下比R3は図-7からR3≒0.49である． 

 

 

５．砕･転圧盛土工法の設計法 

 
(1) 目標強度の設定 

セメント系固化材により固化処理した底泥土の強度

は養生日数 t とともに増加してゆくが，その傾向は図-6

に示したように1週間程度までに急増しt=10日以降急激

に鈍化してくる 1)．そこで，本工法における目標強度は

増加傾向が急減し始める t=10 日目の値で， つまり初期

固化土では固化材を添加・混合してから t=tS=10 日目の

強度で，砕･転圧土では t=10 日から解砕・転圧までの初

期固化日数 tS を差し引いた解砕・転圧後からの日数

tCC(tS=3 日の場合には tCC=t－tS=10－3=7 日目の強度)によ

り設定することにしている3)，4)． 

目標強度は一軸圧縮強さ(qu)CC*により表示するものと

し， 堤体安定に必要な強度(qu)CCStabilityと転圧機械のトラ

フィカビリティーに必要な(qu)CCTrafficability を比較して大き

い方とする．(qu)CC*を現場で達成するために必要な固化

材添加量ΔMC=ΔMC*は図-8 に示す手順により決定される． 

図-5 底泥土Ⅰ03による初期固化土の(qu)IS10～w関係

図-6 底泥土Ⅰ03の砕･転圧強度(qu)CCに及ぼすtSの影響

 
図-7 砕･転圧による強度低下に及ぼす tSの影響
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(2) 堤体の安定性に必要な強度 
砕･転圧土の一軸圧縮強さ(qu)CCは一般の土質改良工で

の取扱い13)と同様に粘着力(c’)CCとの間に 

 

 (qu)CC=2･(c’)CC         (3) 

 

の関係が成り立ち，内部摩擦角(φ’)CCを無視するもの

とする（(φ’)CCを考慮する場合もある）．図-2 に示し

た堤体の計画断面について堤体安定に必要な砕･転圧土

の強度は図-8 の左側の手順により求めるが 3)，4)，これは

砕･転圧土の強度パラメータのうちΔMCと比例関係にある

(c’)CCをパラメトリックに変えて安定計算を行い，堤体

の安全率 FSと(c’)CCの関係を求め FS≧1.20 に相当する値

(c’)CCを逆算するものである． 

安定計算は常時満水位 FWL 時に，この地域で想定され

る地震力（震度係数 kH=0.18）を加えた条件下で行い，得

られたFSと(c’)CCの関係は図-9に示す通り，以下のよう

になる． 

①(c’)CC の値により破壊モードが異なり，(c’)CC≦

40kN/m2の領域ではすべり面が傾斜遮水ゾーン内を長く

通る破壊モード A であるのに対して，(c’)CC＞40kN/m2

では最短になるような破壊モード B になっており，Fs

への(c’)CCの影響が少なくなる． 

②堤体安定に必要な強度(c’)CCStabilityは FS≧1.20 を満足す

る(c’)CC となり，図-9 から読み取ると(c’)CCStability=52 

kN/m2となり式(3)より(qu)CCStability=2×52=104kN/m2となる． 

 
(3) トラフィカビリティーの確保に必要な強度の決定 

築堤中における施工機械のトラフィカビリティーの確

保に必要とされる強度は図-8 の右側の手順に沿って算定

した．本工法では初期固化土を t=tS日目に解砕･転圧し

てから，直ちに撒出し→敷均し→転圧をして築堤するの

で，トラフィカビリティーの確保に必要な強度が図-6 に

示した解砕･転圧の当日 tCC=0 日目の強度(qu)CC0となる．

(qu)CC0は堤体基礎地盤で要求される機械施工が可能な地

耐力（コーン指数 qC=490kN/m
2が目安）を満足しなければ

ならない 9)とすると，コーン指数 qCと一軸圧縮強さ quの

関係式（qu=qC/7.5）
3)から(qu)CC0=qC/7.5=65kN/m

2となる．し

たがって，トラフィカビリティー確保に必要とされる目

標強度(qu)CCTrafficabilityは(qu)CC0が目標強度設定日のt=10日か

ら解砕・転圧日tS=3日を差し引いたtCC=t－tS=7日目まで

に発揮される(qu)CC7となるから，ΔMCを変えて実施した

tS=3日の砕･転圧土の配合試験から得られる図-10の(qu)CC7
～(qu)CC0関係より(qu)CCTrafficability=143kN/m

2と推定される． 

 

図-8 目標強度の設定と固化材添加量の決定までの手順

図-9 安全率FS～砕･転圧土の粘着力(c’)CCの関係

図-10 底泥土Ⅰ03による砕･転圧土の(qu)CC7～(qu)CC0関係 
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(4) 目標強度と固化材添加量の決定 

目標強度(qu)CC*は上述した(qu)CCStabilityと(qu)CCTrafficabilityを比

較して大きい方の(qu)CC*=(qu)CCTrafficability=143kN/m
2になる．こ

の(qu)CC*は図-7 と式(2)を用いて初期固化土の強度

(qu)IS*=(qu)CC*/R3=292kN/m
2に変換される．(qu)IS*を現場で達

成するのに必要なΔMC=ΔMC*は現場/室内強度比αFLを考

慮し(qu)IS*/αFL=438kN/m
2 を図-11 の w=wO におけるΔMC～

(qu)IS10関係を近似した直線式 

 

ΔMC=A+B･(qu)IS10        (4) 

 

の(qu)IS10に代入すればΔMC*=103kg/m
3のように算定される．

なお，αFLは固化材の均一な混合が可能なトレンチャー

型撹拌混合機（スラリー添加）を使用することを想定し

てαFL=1/1.5（これまでの実績値2））とした． 

ΔMC*は，底泥土の wOに対して設定されているので，固

化前含水比 wが wOと差がある場合にはその差に応じて加

減しなければならないが，これは式(1)と式(4)を組み合

わせた 

ΔMC=A+B･[(qu)IS*/αFL]･(w/wO)
－b        (5) 

 

を利用しておこなった3)，4)． 

 
 
６．砕･転圧盛土工法の施工法 

 

西大谷ダムは，先ず工事用道路や固化処理ピットの

造成などの仮設工事と，これに並行して既設堤体と止水

トレンチの掘削などの準備工事を行ってから，底泥土の

初期固化，初期固化土の解砕，そして築堤の各工程を繰

り返すことにより止水とレンチ①1と傾斜遮水ゾーン①2

の築造を一層毎に行った． 

 
固化処理ピットは同一深さで底泥土の初期固化を効率

よく行うために，当日初期固化分，1 日目養生分，2 日

目養生分，3 日目解砕分，底泥土投入分の 5 個とした．

ピット 1 個の大きさは１日の固化処理量約 270m3に相当

する幅4.5ｍ×深さ2.5m×長さ約25mとした． 

 初期固化工程は，固化ピット内に投入された底泥土に

セメント系固化材を添加して，これらを均一に混合して

tS=3 日だけ初期固化させる工程である．固化材の底泥土

への添加と混合はトレンチャー式撹拌混合機により行う

が，これはスラリー化した固化材（水･固化材比

w/c=1.0）をトレンチャー先端部から一定流量で底泥土中

に吐出させて添加しながら撹拌して混合を行うものであ

る．写真-3 にはトレンチャー式撹拌混合機による初期固

化状況を示す． 

解砕工程は期間 tSだけ経過した初期固化土をバケッ

ト式解砕機により掘削して規定の Dmaxで解砕しながら不

整地運搬車に積込みを行うものである．この解砕機は写

真-4 に示すような格子バケットに押土プレートを装着し， 

図-11 底泥土Ⅰ03からなる砕・転圧土のΔMC～(qu)IS10関係

写真-3 底泥土の初期固化（トレンチャー式撹拌混合機）

 
写真-4 解砕バケット（スケルトンバケット＋押土板）
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格子バケットで掘削した初期固化土を押土プレートによ

り押出して解砕・積込みを行うものである．格子間隔は

Dmaxの大きさ200，100，50mmの3種類を設定することが可

能である．写真-5 にはバケット式解砕機による初期固化

土の解砕･積込み状況を示す． 

築堤工程では，固化処理ピットから運土されてきた解

砕土をバックホウで撒出し，ブルドーザで一定層厚にな

るように敷均しをしてから，振動ローラにより転圧して

傾斜遮水ゾーンを 1 層毎に築造する工程である．写真-6

に転圧状況を示す． 

 
 

７．傾斜遮水ゾーンと既設堤体部の比較 

 

 

砕･転圧土による傾斜遮水ゾーンは段切り掘削した既

設堤体法面に載るように築造され，さらにその外側には

既設堤体からの掘削発生土や池上流側からの礫質土によ

る半透水ゾーンで覆われるが，これらが互いに密着して

一体とした堤体となるためには砕･転圧土の強度･変形特 

 

 

性とともに既設堤体あるいは半透水ゾーンのそれも重要

であり，これらの間で極端な変形性の相違が少ないこと

が望ましい．そこで，ここでは砕・転圧土により築造さ

れた傾斜遮水ゾーン①2と既設堤体土 B との間の応力・

変形特性の相違を調べるために，図-12 に示す位置（EL

は標高を表す）から不撹乱状態で採取したコア供試体の

三軸圧縮試験を実施した．コア供試体は既設堤体土の最

大粒径（Dmax=53mm）を考慮してD/H≒200mm/400mmの大型コ

ア供試体を二つ割りモールド内に納まるように削り出し

て採取した． 

既設堤体から採取した不撹乱供試体の三軸圧縮試験か

ら，安定計算において採用した既設堤体 B と C1 の強度

パラメータ（ c’ Design=5～10kN/m2，φ’Design =30～35°）

を十分満足していることを確認した． 

図-13 に新設の傾斜遮水ゾーンと既設堤体との強度・

変形特性の相違を調べるために，V≒14,000m3での築堤面

から不撹乱状態で採取した砕･転圧土のコア供試体と既

設堤体内各位置で採取したコア供試体の σ3=98kN/m
2の三

写真-5 初期固化土の解砕･積込み（バケット式解砕機）

写真-6 振動ローラによる転圧 

図-12 既設堤体部Bにおける不撹乱コア供試体の採取位置

図-13 砕･転圧土（V≒14, 000m3）と既設堤体土（EL92～

96m）における(σ1－σ3)・u～ε1関係の比較 

図-12 既設堤体部Bにおける不撹乱コア供試体の採取位置 
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軸圧縮試験から求めた(σ1－σ3)，u～ε1関係の比較を示

してある．砕・転圧土のデータのうち砕･転圧土 a は

tCC=7 日における σ3=98kN/m
2のデータで，砕･転圧土 b は

tCC=7 日のコア供試体と同時期に採取してから固化がほぼ

収束するtCC=181日目まで養生器内で養生してから試験し

たものである． 

この図から，既設堤体の応力～ひずみ曲線には堤体位

置によりかなりの相違があり，同一軸ひずみで発揮され

る応力に最大・最小で 2 倍程度の相違があることがわか

る．このような差は築堤当時の材料あるいは締固め程度

の相違か，長年の固結化の進行程度にも関係しているよ

うに考えられる．また，傾斜遮水ゾーンは既設堤体部の

範囲内にあり，低強度側の既設堤体土に近い応力～ひず

み挙動を示していることがわかる．そして，砕･転圧土

と既設堤体土はともにひずみ硬化型の応力～ひずみ曲線

となっているので，堤体はすべり面が通過する砕･転圧

部と既設堤体部とでひずみに応じて発揮される強度を単

純に加算した形で抵抗して，極端な変形集中によるクラ

ックが生じにくいものと考えられる． 

  
 

８．あとがき 
 

砕･転圧盛土工法は老朽化ため池における堤体改修法

として開発されたもので，近傍で所要の強度と遮水性を

有する築堤土を入手できない場合でも，貯水池内の底泥

土を築堤土として有効活用して，底泥土の除去処分と堤

体改修を同時に可能にしたものである．本工法は底泥土

を固化処理して遮水性を確保しつつ所要の強度を有する

築堤土を人工的に製造できることから急勾配法面での堤

体改修を可能にし，ため池より規模の大きい堤高 15m 超

のフィルダムの堤体改修に適用すれば通常の築堤土を用

いる場合に比較してより経済的な改修が期待できる．ま

た，本工法は底泥土の廃棄処分費用，築堤土の購入費用

が不要で直接的なコスト縮減を期待できることや，土取

り場や土捨て場の造成による環境破壊や土砂の搬出･入

に伴うダンプ運搬が不要など環境面でも優れている． 

ここでは，砕・転圧盛土工法をフィルダム堤体の耐震

補強に適用した事例における目標強度の設定や固化材添

加量の決定など設計法と具体的な･施工手順について説

明し，施工中に実施した砕・転圧土により築造した堤体

の強度と遮水性の確認調査の結果について報告した．調

査結果によると，砕･転圧土により築造した堤体は所要 

 

 

 

 

 

の強度と遮水性を満足していたこと，また固化処理土を

使用しているが砕･転圧土としたことで単に初期固化さ

せただけの場合よりも強度のバラツキがより小さい堤体

になっていたことが確認できた． 
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